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１．四半期財務情報の作成等に係る事項

　①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：   無
　②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：   無
　③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：   有
　　 　連結（新規）　０社　　（除外）　２社

２．平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年12月31日）

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 (注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

941,268 118,129 91,778 49,677
926,264 125,257 97,726 50,256
1,240,098 135,218 102,181 46,525

円 円

24,849.58   －
25,139.15   －
23,281.96   －

(注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

(2) 財政状態（連結）の変動状況

％

【連結キャッシュ・フローの状況】

［参考］
平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

平成19年３月期の個別業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

経 常 利 益 当期純利益

当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円

95,400

経 常 利 益

（参考）18年３月期

19年３月期第３四半期

（参考）18年３月期

19年３月期第３四半期
18年３月期第３四半期
（参考）18年３月期

18年３月期第３四半期

19年３月期第３四半期
18年３月期第３四半期
（参考）18年３月期

20.3

銭

19年３月期第３四半期
18年３月期第３四半期

自己資本比率

投資活動による
キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー

純　資　産

銭

１株当たり純資産総　資　産

経 常 利 益

潜在株式調整後１株当たり
四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

１株当たり四半期
( 当 期 ) 純 利 益

％

△ 5.7
12.3

△ 6.1

営 業 利 益

１  

通　　　　　 期 25,668.34

20,500.00通　　　　　 期

　 本資料における上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の
 業績・結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。
　 なお、上記業績予想は平成18年10月31日発表の通期業績予想から変更しておりません。

１株当たり当期純利益 売  上  高

代表取締役社長

1.6
1.7

広 報 部 長

売　上　高

△ 1.2

四 半 期 ( 当 期 )
純 利 益

△12.2

55,433

　　　　　　　円　　銭　

　　　　　　　円　　銭　

282,245.00
283,559.44
300,532.00

現金及び現金同等物
期  末  残  高

53,230
85,131

△  69,397

百万円

51,300
百万円

△  41,063

41,000
百万円

630,345
百万円

566,867
564,254

百万円

△  79,322
△  63,126
△ 101,765

71,000
百万円

2,348,129
2,362,585
2,355,969

118,182
124,039
164,080

1,255,400

861,000
百万円

百万円

百万円

百万円

 売  上  高

百万円

　　　　　　　円　　銭　

△  38,299

25.6
24.0
23.9

財務活動による
キャッシュ・フロー

（財）財務会計基準機構会員
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（１）経営成績及び財政状態  
当社は、平成 17 年４月 25 日、福知山線塚口・尼崎間において、106 名のお客様の尊い命を奪

い、500 名を超えるお客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。 
ここに改めましてお亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申しあげますとともに、ご遺族の

皆様には衷心よりお詫び申しあげます。また、お怪我をされた皆様には深くお詫び申しあげます

とともに、一日も早いご快癒をお祈り申しあげます。 
お客様や株主の皆様並びに地元にお住まいの方々に対しまして、多大なるご心労、ご迷惑をお

かけいたしましたことを深くお詫び申しあげます。 
当社は、現在、｢安全性向上計画｣を着実に推進するとともに、新しい｢企業理念｣、｢安全憲章｣の

もと、グループ中期経営目標に、「『安全を最優先する企業風土』の構築」を掲げ、安心で信頼いただ

ける鉄道づくりに全力を挙げて取り組み、お客様や社会からの信頼回復に努めてまいる所存です。 
 

１．経営成績 

(1) 当第３四半期の概況 

平成 18 年度第３四半期の連結経営成績は、次のとおりです。 

売上高       ９，４１２億円 

営業利益      １，１８１億円 

経常利益        ９１７億円 

四半期純利益      ４９６億円 

 

これをセグメント別に示すと次のとおりとなります。 

 

＜運輸業＞ 

鉄道事業においては、安全を最優先する企業風土の構築に向け、「安全性向上計画」に掲げた

諸施策に集中的に取り組んできました。具体的には、役員等と現場社員が直接意見交換する場で

ある「安全ミーティング」を引き続き開催し、安全最優先の意識の醸成に努めるとともに、現場

から報告のあった「事故の芽」や「気がかり事象」についてその内容の分析等を進めたほか、

平成 18 年６月には安全関連の投資に係る権限の見直しを行いました。さらに、平成 18 年 10 月

には、鉄道事業法改正に伴い、「鉄道安全管理規程」を制定し、輸送の安全を確保するための基

本的な方針や事業運営の体制並びにその実施方法等を定めるなど、安全マネジメント態勢の確

立に努めてまいりました。また、平成 18 年 11 月の「新幹線列車事故対応総合訓練」の実施をは

じめ、お客様の救護・案内誘導、情報伝達における初動やマニュアル類の検証、対応能力の向上

及び警察、消防などの関係機関との連携の強化を図りました。 

設備面では、平成 18 年３月に整備が完了した曲線部に続いて分岐器等における速度超過防止

を図るためのＡＴＳの整備をはじめ、踏切設備の保安度向上や高架橋柱の耐震補強工事、乗務員

教育用シミュレータの充実、駅・運転区所におけるコンピュータ支援教育（ＣＡＩ）の拡充など

に取り組みました。 

また、社外有識者からなる「安全諮問委員会」からの提言を踏まえ、安全に係わる研究等に専

任で取り組む「安全研究所」を設置するなど必要な対応を行いました。 

 

[添付資料] 
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次に、輸送面については、在来線では、「安全性向上計画」に基づき実施した平成 18 年３月

ダイヤ改正における運行状況の検証を行い、必要なダイヤの見直しを行うなど、安全安定輸送の

提供に努めました。平成 18 年 10 月には、北陸線長浜～敦賀駅間、湖西線永原～近江塩津駅間

直流化工事の完成により、新快速の敦賀延長運転などのダイヤ改正を実施しました。一方、山陽

新幹線では、平成 18 年３月のダイヤ改正で博多、広島から東京へ直通運転する「のぞみ」を増

発したこと等によりお客様のご利用が順調に推移していることを受け、臨時列車を増発し、さら

なる利便性の向上に努めました。 

営業面については、新幹線の列車本数、所要時間、価格等の基本情報や、平成 18 年７月に

東海道・山陽新幹線全線に拡大した「エクスプレス予約」の利便性について積極的に情報発信し

ご利用促進に努めるとともに、「エクスプレス予約」サービスの前提となる「Ｊ－ＷＥＳＴカード」

会員の拡大に取り組みました。 

また、地域や旅行会社、ＪＲ他社との連携により、「ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴキャンペーン」

や「九州デスティネーションキャンペーン」等のキャンペーンを展開したほか、50 歳以上の方を

対象とした旅クラブ「Ｃｌｕｂ ＤＩＳＣＯＶＥＲ ＷＥＳＴ」を新たに立ち上げ、旅行需要の

誘発に取り組みました。 

お客様に対するサービス面については、「みどりの券売機」の増備やエレベーター、エスカレ

ーター等のバリアフリー設備の整備を行い、ご利用いただきやすい鉄道づくりに取り組みました。

また、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を主要駅に順次設置するとともに、駅社員を中心として

救命講習の受講を推進しました。 

地球環境問題については、国際規格ＩＳＯ14001 に準拠した環境管理の仕組みをグループ会社

も含めて展開するとともに、車両の省エネルギー化や使用済み資材のリサイクルを進めるなど、

引き続き環境負荷の低減に努めました。 

 バス事業については、高速バス分野での競争激化が続くなか、大阪・東京間に超大型バス

「青春メガドリーム号」を運行するなど、収益の確保に努めました。 

この結果、運輸業の営業収益は前年同期比 1.0％増の 6,483 億円、営業利益は前年同期比 8.8％

減の 909 億円となりました。 

＜流通業＞ 

 平成 14 年度に策定した駅力向上のための「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ（ネクステーシ

ョンプラン）」を引き続き推進し、駅構内での流通業の拡充を図りました。また、「ジェイアール

京都伊勢丹」では、季節に応じた売場のリフレッシュや売れ筋商品のさらなる充実を図るなど、

収益の拡大に向けて取り組みました。 

 この結果、流通業の営業収益は前年同期比 2.8％増の 1,861 億円、営業利益は前年同期比 2.5％

減の 48 億円となりました。 

＜不動産業＞ 

 岡山駅２階にショッピングセンター「サンステーションテラス岡山」を、金沢駅東口に商業ビ

ル「金沢フォーラス」をそれぞれ開業したほか、社宅跡地等におけるマンション分譲など、駅構

内及び周辺用地の開発を推進しました。また、大阪駅改良・新北ビル開発計画については、計画

の着実な推進に努めました。 
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  この結果、不動産業の営業収益は前年同期比 4.4％増の 561 億円、営業利益は前年同期比 5.1％

増の 163 億円となりました。 

＜その他事業＞ 

旅行業については、組織的な団体セールスの推進やターゲットを明確にした店頭営業の実施な

ど、積極的な営業活動の展開に努めました。また、ホテル業については、宴会場のリニューアル

や料飲部門等における各種イベントの実施など、販売促進に取り組みました。 

  この結果、その他事業全体の営業収益は前年同期比 7.4％増の 1,947 億円、営業利益は前年同

期比 18.1％増の 52 億円となりました。 

 

(2) 通期の見通し 

平成 18 年度の連結業績予想については、現時点における当期連結業績が計画に対して想

定の範囲内で推移していることから、平成 18 年 10 月 31 日に開示した内容を変更しており

ません。 

なお、個別業績予想についても同様であります。 

 

２．財政状態 

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

法人税等の支払額が増加したことなどから、営業活動によって得た資金は前年同期に比べ

58 億円少ない 1,181 億円となりました。 

 

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資にかかる支出が増加したことなどから、投資活動によって支出した資金は前年同

期に比べ 161 億円多い 793 億円となりました。 

 

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期債務を 296 億円返済したことや配当金の支払いなどにより、財務活動によって支出し

た資金は前年同期に比べ 27 億円多い 410 億円となりました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当四半期末残高は前期末に比べ 22 億円減の 532 億円と

なりました。 

 



（単位：百万円）

(平成18年12月31日現在) (平成18年３月31日現在)

I  ３，１１０

1. △ ２，６３３

2. △ ４，８１６

3. △ ９，０３３

4.  １９，５９４

Ⅱ △ １０，９９２

A. △ １７，７４６

B.  ６，７５４

1. 投 資 有 価 証 券  ８

2. 繰 延 税 金 資 産  ７，０６４

3. そ の 他 △ ３１７

Ⅲ  ４２

△ ７，８３９

（単位：百万円）

(平成18年12月31日現在) (平成18年３月31日現在)

I △ ５８，５４８

1. △ ３０，５４３

2. △ ４８，７８８

3.  ２０，７８３

Ⅱ  １２，３８７

1.  ９０４

2.  １５，１８０

3. △ ３，６９７

△ ４６，１６１

─ ─

Ⅰ  ─ １００，０００ ─ １００，０００

Ⅱ  ─ ５５，０００ ─ ５５，０００

Ⅲ  ─ ３９８，９１０ ─ ４０２，６４０

Ⅳ  ─ １０，６７０ ─ ９，５５４

Ⅴ  ─ △ ３２７ ─ △ ３２７

 ─ ５６４，２５４ ─ ５６６，８６７

 ─ ２，３５５，９６９ ─ ２，３６２，５８５

Ⅰ ─ ─ ─

1. ─  ─ ─

2. ─  ─ ─

3. ─  ─ ─

4. △ ３２７ ─ ─ ─

Ⅱ ─ ─ ─

1. ─ ─ ─

2. ─ ─ ─

Ⅲ ─  ─ ─

─  ─ ─

─ ─ ─

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

１１０，８６０

１，７６８，９１１

(　資　本　の　部　)

(　 少数株主持分 　)

１１７，５５２

１，７１７，７８４

少 数 株 主 持 分 ２７，７６９ ２６，８０５

そ の 他 の 固 定 負 債

３４５，６９０

１，２６５，７７４

９４７，５２１

２０７，３９３

５０３，１３６

１０８，２７１

４９，１７５

前第３四半期連結会計期間末

(平成17年12月31日現在)

１１，４９２

９５，７２１

２，１２１，３６４

１，９５４，６２１

８９９，８６９

２０１，６７７

１２１，２５０

１，７６３，９４５

１２５，０７４

１０５，１１０

３１０，９６２

１，２２２，７９７

２１，８４４

４２

５４１，１４８

前連結会計年度末

２，３５５，９６９

２，１４８，０６７

１，９７３，１７２

１７４，８９４

８８，０２２

２２１

２９，５４７

６３０，３４５

２，３４８，１２９

３３１，７４５

１，２３５，１８４

９００，７７４

２１６，８５７

４８２，５９９

９４，５３１

５６，３２２

当第３四半期連結会計期間末

（２）連 結 貸 借 対 照 表

１０，３９２

３６，６７４

１９，４２６

２４１，１７９

９７，２９１

２１０，９６９

５３，４６０

４２，５１２

２０７，８５９

科　　　　　目
(平成17年12月31日現在)

５６，０９３

４７，３２８

(　資　産　の　部　)

未 収 金

当第３四半期連結会計期間末 前第３四半期連結会計期間末
増　　　減

前連結会計年度末

２，３４８，１２９

純  　資 　 産　  計

負 債 純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

８５，０１０

１，９５５，４２６

１８１，６４９

６５，０３５

９５，０８７

２１，５２６

８４

有 形 固 定 資 産 等

固 定 資 産

(　負　債　の　部　)

流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

資 産 合 計

科　　　　　目

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

４３６，５４４

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産 １０４，６０４

２，１３７，０７５

増　　　減

２０，５１９

１６６，７４３

６２，５７９

４０

８３，６４４

２，３６２，５８５

５９１，２１７

１００，０００

５５，０００

資 本 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

(　純 資 産 の 部　)

資 　  　本　  　 計

９，５８０

９，３５９

６５，０２７

負　 　  債　　   計

1年以内に返済する長期借入金等

未 払 金

５



（３）連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

Ⅰ  １５，００４

Ⅱ  ２２，１３２
 

 １１８，１２９  １２５，２５７ △ ７，１２８  １３５，２１８

 

Ⅲ  ２，５４９  ２，９６８ △ ４１８  ７，４６６

 

Ⅳ  ２８，９００  ３０，４９９ △ １，５９８  ４０，５０３
 

 ９１，７７８  ９７，７２６ △ ５，９４７  １０２，１８１

 

Ⅴ  １８，０７１  ３６，８９５ △ １８，８２４  ７８，５９４

 

Ⅵ  ２３，０３７  ４８，７２０ △ ２５，６８２  １００，８８０

 

 ８６，８１１  ８５，９０１  ９１０  ７９，８９６

 ３５，３２６  ３４，２０８  １，１１８  ３０，９７４

 １，８０７  １，４３７  ３７０  ２，３９６

 ４９，６７７  ５０，２５６ △ ５７８  ４６，５２５

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

税金等調整前四半期(当期)純利益

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

１，２４０，０９８

１，１０４，８８０

営 業 外 費 用

特 別 利 益

経 常 利 益

営 業 外 収 益

８０１，００６

科　　　　　目

当第３四半期連結会計期間 前第３四半期連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

平成18年４月１日から 平成17年４月１日から 平成17年４月１日から増　　　減

特 別 損 失

平成18年12月31日まで 平成17年12月31日まで 平成18年３月31日まで

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

９４１，２６８

８２３，１３９

９２６，２６４

６



（４）連結株主資本等変動計算書 

当第３四半期連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日） （単位：百万円）

100,000 55,000 398,910 △327 553,583 10,670 －　 10,670 27,769 592,023

― ― △12,000 ― △12,000 ― ― ― ― △12,000

― ― 49,677 ― 49,677 ― ― ― ― 49,677

― ― △43 ― △43 ― ― ― ― △43

― ― ― ― ― △1,311 221 △1,090 1,778 687

― ― 37,634 ― 37,634 △1,311 221 △1,090 1,778 38,321

100,000 55,000 436,544 △327 591,217 9,359 221 9,580 29,547 630,345

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本以外の項目の第３
四半期中の変動額(純額)

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

第 ３ 四 半 期 中 の
変 動 額 合 計

平 成 18 年 12 月 31 日 残 高

第 ３ 四 半 期 中 の
変 動 額

連結子会社の合併に伴う
減 少 高

繰  延
ヘッジ
損  益

評  価
・
換  算
差額等
合  計

剰 余 金 の 配 当

四 半 期 純 利 益

純資産
合　計

資本金
資  本
剰余金

利  益
剰余金

自  己
株  式

株  主
資  本
合  計

株　　　主　　　資　　　本

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

評価・換算差額等

少  数
株  主
持  分

７



（５）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

増　　　減

Ⅰ　  １１８，１８２  １２４，０３９ △ ５，８５７  １６４，０８０

Ⅱ　 △ ７９，３２２ △ ６３，１２６ △ １６，１９６ △ １０１，７６５

1. 固定資産の取得による支出 △ １０８，１９７ △ ９２，６０９ △ １５，５８７ △ １５６，１５５

2. そ の 他  ２８，８７４  ２９，４８２ △ ６０８  ５４，３８９

Ⅲ　 △ ４１，０６３ △ ３８，２９９ △ ２，７６４ △ ６９，３９７

1. 長 期 債 務 の 増 減 額 △ ２９，６３９ △ ２５，８７５ △ ３，７６３ △ ５７，１０９

2. そ の 他 △ １１，４２４ △ １２，４２３  ９９８ △ １２，２８８

Ⅳ △ ２，２０３  ２２，６１４ △ ２４，８１７ △ ７，０８３

Ⅴ  ５５，４３３  ６２，２４１ △ ６，８０７  ６２，２４１

Ⅶ  ５３，２３０  ８５，１３１ △ ３１，９０１  ５５，４３３

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
四 半 期 末 （ 期 末 ） 残 高

当第３四半期連結会計期間 前第３四半期連結会計期間

平成17年12月31日まで

項　　　　　目
平成18年４月１日から 平成17年４月１日から

－   

前 連 結 会 計 年 度

Ⅵ

営業活動によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減

現金及び現金同等物の期首残高

平成18年12月31日まで

新 規 連 結 等 に 伴 う 現 金 及 び
現 金 同 等 物 の 増 減 額

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

２７５ △ ２７５ ２７５ 

８



 ９

 
 
（６）セ グ メ ン ト 情 報  
 

事業の種類別セグメント情報 

前第３四半期連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年12月31日）                  （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 

全  社 
連  結 

営 業 収 益 641,743 181,052 53,803 181,364 1,057,963 (131,699) 926,264

営 業 費 用 541,977 176,071 38,244 176,933 933,227 (132,220) 801,006

営 業 利 益 99,766 4,981 15,558 4,430 124,736 520 125,257

 

当第３四半期連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年12月31日）                     （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 

全  社 
連  結 

営 業 収 益 648,340 186,142 56,162 194,701 1,085,347 (144,078) 941,268

営 業 費 用 557,348 181,286 39,812 189,469 967,917 (144,777) 823,139

営 業 利 益 90,991 4,856 16,350 5,231 117,429 699 118,129

 

前連結会計年度（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日）                     （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 

全  社 
連  結 

営 業 収 益 850,846 244,474 75,702 280,238 1,451,261 (211,162) 1,240,098

営 業 費 用 752,835 238,517 55,201 268,778 1,315,332 (210,452) 1,104,880

営 業 利 益 98,010 5,957 20,501 11,459 135,928 (710) 135,218

  

 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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平成１９年１月３１日 
西日本旅客鉄道株式会社 

 
【連結決算】 

 

１. 経営成績  ※連結参考資料 連１参照                 （単位：億円、％） 

 
18 年度 

第３四半期 

17 年度 

第３四半期
増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 9,412 9,262 150 101.6 ３期連続の増収 

営  業  費  用 8,231 8,010 221 102.8  

営  業  利  益 1,181 1,252 △ 71 94.3 四半期開示以来初の減益 

経  常  利  益 917 977 △ 59 93.9 四半期開示以来初の減益 

特  別  損  益 △ 49 △ 118 68  

四 半 期 純 利 益 496 502 △  5 98.8 ２期連続の減益 

 

 

(1) 営業収益   9,412 億円 （対前年 ＋150 億円 101.6％） 

・当社は、運輸収入の増等により 70 億円の増収。 

・子会社は、物販飲食業、旅行業、百貨店業、不動産業等の増収により、79 億円の増収｡ 

 

(2) 営業費用   8,231 億円 （対前年 ＋221 億円 102.8％） 

・当社は、人件費の減などがあったものの、修繕費、業務費の増等により、152 億円の増加。 

・子会社は、売上原価等の増により、68 億円の増加。 

 

(3) 営業利益   1,181 億円 （対前年  △71 億円  94.3％） 

・当社は、営業収益の増加を上回る営業費用の増により、82 億円の減益。 

・子会社は、百貨店業、旅行業等の増により、11 億円の増益。 

 

(4) 経常利益     917 億円 （対前年  △59 億円  93.9％） 

・支払利息減等により営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益    △49 億円 （対前年  ＋68 億円） 

 

(6) 四半期純利益 496 億円 （対前年   △5 億円  98.8％） 

・営業収益は、当社、子会社ともに増収。 
・営業利益、経常利益、四半期純利益は減益（増収減益）。 
・連結子会社数 67 社、持分法適用会社 ４社。 

平成 18 年度 第３四半期決算について 



 ２

 

２. セグメント情報  ※連結参考資料 連１参照               （単位：億円、％） 

(1) 運輸業 （当社、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、嵯峨野観光鉄道㈱） 

 
18 年度 
第３四半期 

17 年度 
第３四半期

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 6,483 6,417 65 101.0

営 業 利 益 909 997 △ 87 91.2

運輸収入の増 
当社の物件費増等 

 

(2) 流通業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹 他８社） 

 
18 年度 
第３四半期 

17 年度 
第３四半期

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 1,861 1,810 50 102.8

営 業 利 益 48 49 △  1 97.5

物販飲食業、百貨店業増 
 

 

(3) 不動産業 （大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱ 他 18 社） 

 
18 年度 
第３四半期 

17 年度 
第３四半期

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 561 538 23 104.4

営 業 利 益 163 155 7 105.1

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ事業増 
 

 

(4) その他事業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱日本旅行、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ 他 30 社） 

 
18 年度 
第３四半期 

17 年度 
第３四半期

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 1,947 1,813 133 107.4

営 業 利 益 52 44 8 118.1

旅行業、工事業増 
 

 

 

３. 財政状態  ※連結参考資料 連２参照                   （単位：億円） 

 
18 年度 
第３四半期末

17 年度 
期 末 

増減 記 事 

流動資産 2,109 2,078 31
棚卸資産 159 

繰延税金資産 △90 

固定資産 21,370 21,480 △ 109 有形固定資産等 △98 
資産の部 

計 23,481 23,559 △  78  

流動負債 4,825 5,411 △ 585 未払金 △487 

固定負債 12,351 12,227 123  
負債 
の部 

計 17,177 17,639 △ 461  

(再掲：長期債務) (9,953) (10,249) (△ 296) 当社 △29、子会社 △267 

少数株主持分 － 277 △ 277  

純資産の部 6,303 5,642 660

(再掲：少数株主持分) (295) － (295)

四半期純利益 496 

 

負
債 

純
資
産
の
部 

合 計 23,481 23,559 △  78  

 

４. キャッシュ・フローの状況  ※連結参考資料 連３参照           （単位：億円）  

 
18 年度 
第３四半期

17 年度 
第３四半期

増減 記 事 

営 業 活 動 1,181 1,240 △  58  

投 資 活 動 △ 793 △ 631 △ 161 設備投資増 

フリー・キャッシュ・フロー 388 609 △ 220

財 務 活 動 △ 410 △ 382 △  27 長期借入金等返済 

現金及び現金同等物の増減 △  22 226 △ 248

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増 － 2 △   2

現金及び現金同等物の期末残高 532 851 △ 319

 



 ３

【単体決算】 

 
１. 経営成績  ※単体参考資料 単１及び単１-２参照 

  （単位：億円、％）

 18 年度 

第３四半期 

17 年度 

第３四半期
増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 6,485 6,414 70 101.1 ３期連続の増収 

営 業 費 用 5,489 5,336 152 102.9  

営 業 利 益 995 1,078 △ 82 92.4 四半期開示以来初の減益 

経 常 利 益 736 805 △ 68 91.5 四半期開示以来初の減益 

特 別 損 益 △ 41 △ 111 70  

四 半 期 純 利 益 414 420 △  5 98.7 ２期連続の減益 
 

 

(1) 営業収益  6,485 億円 （対前年 ＋70 億円 101.1％） 

   ① 運輸収入  5,790 億円  （対前年 ＋58 億円 101.0％） 
鉄道旅客運輸収入の内訳 （単位:億円、％）

 
18 年度 

第３四半期 

17 年度 

第３四半期
増減 前年比 記 事 

新 幹 線 2,500 2,467 33 101.3 ３期連続の増収 

京阪神 2,281 2,245 36 101.6 開示以来初の増収 

その他 1,005 1,016 △ 10 98.9 ３期連続の減収 

在 

来 

線 計 3,287 3,262 25 100.8 開示以来初の増収 

鉄道旅客運輸収入 5,787 5,729 58 101.0 ３期連続の増収 

・17 年度に開催された愛知万博の反動があるものの、ゴールデンウィークのご利用が好調で

あったことや、ダイヤ改正による利便性の向上などにより、新幹線において 33 億円の増収。 

・17 年度の福知山線列車事故の影響などにより、在来線京阪神が 36 億円の増収。 

② その他の収入 694 億円 （対前年 ＋12 億円 101.8％） 

・大阪駅改良等による関連事業収入の減があるものの、会社間清算収入の増などにより前年を

上回った。 

 

(2) 営業費用  5,489 億円 （対前年 ＋152 億円 102.9％） 

・社員数減による人件費の減があったものの、安全性向上のための取り組み等による修繕費、

業務費の増等により、152 億円の増加。 

 

(3) 営業利益   995 億円 （対前年 △ 82 億円  92.4％） 

・営業収益の増加を上回る営業費用の増により、82 億円の減益。 

 

(4) 経常利益   736 億円 （対前年 △ 68 億円  91.5％） 

・支払利息の減など、営業外費用が 11 億円減少したことなどにより営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益   △41 億円 （対前年 ＋ 70 億円） 

・前年度に環境安全対策引当金を計上したことなどにより損失が減少。 

 

(6) 四半期純利益 414 億円 （対前年 △ 5 億円  98.7％） 

・２期連続の増収減益。 

 

 

・営業収益は増収、営業利益、経常利益、四半期純利益は減益（増収減益）。 

・運輸収入では、定期外収入は＋40 億円、定期収入は＋17 億円といずれも増収。 
・営業費用は、修繕費、業務費など物件費の増等により前年を上回った。 



 ４

２. 財政状態  ※単体参考資料 単２参照 

     （単位：億円）

 
18 年度 

第３四半期末

17 年度 

期 末 
増減 記 事 

流動資産 1,195 1,314 △ 118
現預金 △24 

繰延税金資産 △76 

固定資産 19,740 19,707 32

鉄道事業等固定資産 △119 

長期貸付金 197、出資株式 △18

繰延税金資産 69 

資産の部 

計 20,936 21,021 △ 85  

流動負債 4,495 5,136 △ 641
未払金 △628、前受金 258 

短期借入金 △71 

固定負債 11,135 10,862 272
社債･長期借入金等 143 

退職給付引当金 150 

負債 

の部 

計 15,630 15,999 △ 368

(再掲：長期債務) (9,582) (9,611) (△  29)  

純資産の部 5,305 5,022 283 四半期純利益 414 

負
債 

純
資
産
の
部 

合 計 20,936 21,021 △ 85  

 

 

３. 設備投資 

（単位：億円、％）  

 18 年度 

第３四半期 

17 年度 

第３四半期 
増 減 前年比 

設  備  投  資 680 621 59 109.5 

 自 己 資 金 495 467 28 106.0 

 負  担  金 184 153 30 120.1 

 

 



損　益　計　算　書　（連 結）

（単位：億円、％）

比　率

当 　社 運輸収入増

 150 101.6 子会社 物販飲食業、旅行業、百貨店業増

 221 102.8 当 　社 人件費減、物件費増

子会社 売上原価等増

 1,181  1,252 △ 71 94.3

△ 263 △ 275  11 95.7 当 　社 支払利息減

 25  29 △ 4 85.9 子会社 持分法投資利益の減

 289  304 △ 15 94.8

 917  977 △ 59 93.9

△ 49 △ 118  68

 180  368 △ 188 49.0

 230  487 △ 256 47.3

 868  859  9 101.1

 353  342  11 103.3

 18  14  3 125.8

 496  502 △ 5 98.8

（注）<　 > は連単倍率を示しております。

セ　グ　メ　ン　ト　別　実　績
（単位：億円、％）

比　率

　 6,483 　 6,417 　 65 101.0 ・ 鉄道事業　運輸収入増

　 909 　 997 △ 87 91.2

　 1,861 　 1,810 　 50 102.8 ・ 物販飲食業、百貨店業増

　 48 　 49 △ 1 97.5

　 561 　 538 　 23 104.4 ・ ショッピングセンター事業増

　 163 　 155 　 7 105.1

　 1,947 　 1,813 　 133 107.4 ・ 旅行業、工事業増

　 52 　 44 　 8 118.1

そ の 他
事  　業

営 業 外 損 益

特 別 損 益

特 別 利 益

運 輸 業

流 通 業

営 業 外 収 益

営業利益

営業収益

営業利益

営 業 利 益

法 人 税 等

増  減

少 数 株 主 利 益

< 1.45 > < 1.44 >

対　前　年

備　　　　　　　　考

備　　　　　　　　考

< 1.20 > < 1.20 >

平成18年度
第３四半期

平成18年度
第３四半期

平成17年度
第３四半期 増  減

対　前　年

営業収益

営業利益

平成17年度
第３四半期

営 業 費 用

科      目

9,412 9,262

8,231 8,010

項      目

不動産業

税引前四半期純利益

営 業 収 益

営業収益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

特 別 損 失

営業収益

営業利益

連結参考資料

連－１



貸  借  対  照  表  （連 結）

平成18年度 (単位:億円)

平成 18 年度 平成 17 年度

第３四半期末 期 末

2,109 2,078 　 31 △  26

159

△  90

21,370 21,480 △ 109

19,039 19,137 △ 98 0

515 594 △ 79

1,816 1,748 67 70

繰     延    資    産 0 0 0

当  社  21,357億円（△1,121億円）

23,481 23,559 △ 78

平 成 18 年度 平成 17 年度

第３四半期末 期 末

4,825 5,411 △ 585

945 1,250 △ 305

3,880 4,160 △ 280 △ 487

271

12,351 12,227 123

9,007 8,998 9

2,168 2,016 151

1,175 1,212 △ 36

17,177 17,639 △ 461

－ 277 △ 277

5,912 5,535 376

1,000 1,000 －

550 550 －

4,365 3,989 376 　　配　 当　 金　 △ 120

3 3 － 　四半期純利益　　 496

95 106 △ 10

295 － 295

6,303 5,642 660

23,481 23,559 △ 78

預 り 保 証 金 等

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 計

長期債務残高

前 受 金

未 払 金

資 本 準 備 金

資 産 増

その他有価証券評価差額金等

増　減 備          　　考

備          　　考増　減

棚 卸 資 産

現金及び預金

繰延税金資産

科　       　　　　目

未 払 金 等

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産

資
　
　
　
　
産
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

負
　
　
債
　
　
・
　
　
純
　
　
資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

合       計

有 形 固 定 資 産 等

建 設 仮 勘 定

純 資 産 計

株 主 資 本

少 数 株 主 持 分

少 数 株 主 持 分

評 価・換 算 差 額 等

固 定 負 債

流 動 負 債

自 己 株 式

繰延税金資産

資 産 増 減

社 債 ･ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

合       計

科　       　　　　目

１年以内長期借入金等

△ △

期　首 増　加 減　少 期　末

当  社 16,681 773 △893 16,562

子会社 2,455 183 △162 2,477

合  計 19,137 957 △1,055 19,039

18年度第３ 17年度末 増  減

当  社 9,582 9,611 △ 29

子会社 370 637 △ 267

合  計 9,953 10,249 △ 296

 

  連－２



（単位：億円）

税金等調整前四半期純 利益 868 859  9

減 価 償 却 費 831 824  6

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損 155 334 △ 179

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 151 74  77

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 173 182  9

工 事 負 担 金 等 受 入 額 157 335  177

法 人 税 等 支 払 額 552 461 △ 90

そ の 他 58 128 △ 69

計 (Ａ) 1,181 1,240 △ 58

固 定 資 産 の取得による 支出 1,081 926 △ 155 設備投資

工 事 負 担 金 等 受 入 額 304 312 △ 7

そ の 他 16 17  1

計 (Ｂ) 793 631 △ 161

388 609 △ 220 当社 △370、子会社 △51

長 期 債 務 の 増 減 額 296 258 △ 37

長 期 債 務 の 増 加 額 349 －  349 社債、長期借入金

長 期 債 務 の 減 少 額 646 258 △ 387

短 期 借 入 金 の 増 減 額 21 33 △ 12 コマーシャル・ペーパー発行等

配 当 金 の 支 払 額 117 127  10

そ の 他 17 30  12

計 (Ｄ) 410 382 △ 27

22 226 △ 248

554 622 △ 68

－ 2 △ 2

532 851 △ 319

投
　
資
　
活
　
動

営
　
　
　
　
業
　
　
　
　
活
　
　
　
　
動

キャッシュ・フロー計算書 (連 結)

△

 

△

△

 

（Ｈ=Ｅ+Ｆ+Ｇ)

現金及び現金同等物の期首残高 (Ｆ)  

現金及び現金同等物の増加額 (Ｇ )
新 規 連 結 等 に 伴 う

現金及び現金同等物の四半期末残高

△

△

 

 

△

△

 

△

△

△

△ △

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期借入金等返済

 

  

 

 

△

△

△

  

△

△

△

△

第３四半期

 

 

現金及び現金同等物の増減 (Ｅ=Ｃ+Ｄ）

△

△

△

△

財
　
　
務
　
　
活
　
　
動

 

 

 

フリー・キャッシュ･フロー(Ｃ=Ａ+Ｂ)

備　　　　　　考

【18年度の主な内訳】
項                  目 増　　減

平成18年度
第３四半期

平成17年度

連－３



（単位：億円、％）

比　率

6,485 6,414 70 101.1

運 輸 収 入 5,790 5,732 58 101.0

運輸附帯収入 166 167 △ 1 99.2

関連事業収入 135 131 4 103.1

そ の 他 収 入 391 382 9 102.5

5,489 5,336 152 102.9

人 件 費 2,052 2,084 △ 31 98.5  社員数減

物 件 費 2,318 2,133 185 108.7  業務費・修繕費増

線路使用料等 185 185 △ 0 99.9

租 税 公 課 242 251 △ 8 96.6  固定資産税減

減 価 償 却 費 689 682 7 101.1  設備投資増

995 1,078 △ 82 92.4

△ 258 △ 273 14 94.8

営 業 外 収 益 17 15 2 117.0

営 業 外 費 用 276 288 △ 11 96.0  支払利息減

736 805 △ 68 91.5

△ 41 △ 111 70 36.8

特 別 利 益 171 354 △ 183 48.3  工事負担金等受入額減 等

特 別 損 失 212 466 △ 254 45.5  工事負担金等圧縮損減、
 前期・環境安全対策引当金繰入 等

695 693 2 100.4

280 272 7 102.9

414 420 △ 5 98.7

損  益  計  算  書 (単 体）

科　　目
平成18年度
第３四半期

平成17年度
第３四半期 増　減

備　　　　　　　　考
対　前　年

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

四 半 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前四半期純利益

法 人 税 等

18年度 17年度 比 率

運 輸 附 帯 収 入 166 167 △ 1 99.2
　構 内 営 業 料 51 51 △ 0 98.8
　広    告    料 41 41 　 0 100.7
　高架下等貸付料 64 64 △ 0 99.3
　駐 車 場収入等 9 9 △ 0 93.7
　関 連 事 業 収 入 135 131 　 4 103.1
　不動産賃貸収入 102 101 　 0 100.9
  そ    の    他 33 30 　 3 110.4
合    　計 302 299 　 2 100.9

増 減
いわゆる関連事業収入内訳

18年度 17年度 比 率

 鉄　      　道 5,787 5,729 　 58 101.0
  定          期 1,148 1,130 　 17 101.6
  定    期    外 4,639 4,598 　 40 100.9
  荷          物 0 0 △ 0 38.3
 船　      　舶 2 2 △ 0 99.8
合    　計 5,790 5,732 　 58 101.0

運 輸 収 入 内 訳

増 減

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

定 期 493 480 12 102.6 62 60 1 102.5

定期外 11,048 10,877 170 101.6 2,438 2,406 31 101.3

合 計 11,542 11,358 183 101.6 2,500 2,467 33 101.3

定 期 17,617 17,416 200 101.1 1,086 1,070 16 101.5

定期外 11,555 11,490 64 100.6 2,201 2,192 9 100.4

合 計 29,172 28,907 264 100.9 3,287 3,262 25 100.8

定 期 14,204 13,966 238 101.7 876 859 16 102.0

定期外 7,650 7,516 134 101.8 1,405 1,385 19 101.4

合 計 21,855 21,482 372 101.7 2,281 2,245 36 101.6

定 期 3,412 3,450 △ 37 98.9 209 210 △ 0 99.7

定期外 3,904 3,974 △ 69 98.2 796 806 △ 10 98.7

合 計 7,317 7,424 △ 107 98.5 1,005 1,016 △ 10 98.9

定 期 18,110 17,897 212 101.2 1,148 1,130 17 101.6

定期外 22,604 22,368 235 101.1 4,639 4,598 40 100.9

合 計 40,714 40,266 448 101.1 5,787 5,729 58 101.0

第3四半期
対前年
増　減

平成18年度 平成17年度

運　　　輸　　　収　　　入

(%)
対前年比
(%)

平成17年度
第3四半期

対前年
増　減

対前年比 平成18年度

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

新幹線

第3四半期 第3四半期

単－１－２



　　貸  借  対  照  表 （単 体）

（単位：億円）

平成 18 年度 平成 17 年度
第３四半期末 期 末

流     動     資     産 1,195 1,314 △ 118 現金及び預金 △ 24     

繰延税金資産 △ 76     

固     定     資     産 19,740 19,707  32

16,562 16,681 △ 119 資 産 増 773    

資 産 減 △ 893    

（う ち 減 価 償 却 費　△ 689 ）

481 578 △ 96

2,696 2,447  248 長 期 貸 付 金 197    

繰延税金資産 69     

出 資 株 式 等 △ 18     

合           計 20,936 21,021 △ 85

平成 18 年度 平成 17 年度
第３四半期末 期 末

流     動     負     債 4,495 5,136 △ 641

798 972 △ 173

3,696 4,164 △ 468 未 払 金 △ 628    
短 期 借 入 金 △ 71     
前 受 金 258    

固     定     負     債 11,135 10,862  272

8,783 8,639  143 長期債務残高     
    18年度第３末･･･ 9,582  

1,980 1,829  150     17年度末　　･･･ 9,611  
△　29

371 393 △ 22

負        債         計 15,630 15,999 △ 368

株     主     資     本 5,221 4,926  294

1,000 1,000  －

550 550  － 資 本 準 備 金

3,671 3,376 294
利 益 準 備 金 113 113  －
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,557 3,263 294
固定資産圧縮積立金 121 89 31
別　途　積　立　金 2,600 2,400  200
繰 越 利 益 剰余金 836 773  62

84  95 △ 11 その他有価証券評価差額金
純     資     産     計 5,305 5,022  283

合           計 20,936 21,021 △ 85

退 職 給 付 引 当 金

備             考

備             考科               目

科               目

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額  等　

増  減

増  減

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

１年以内長期借入金等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

資
　
　
　
産
　
　
　
の
　
　
　
部

負
　
　
債
　
・
　
純
　
　
資
　
　
産
　
　
の
　
　
部
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